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事業計画書に係る関係住民の意見に対する参考回答

平成２９年６月
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・番号：内容を踏まえ必要に応じて御意見を細分化した上で、分類ごとに並べ替えて通し番号を付記しています。（［３０１］～）

・分類：御意見の内容を踏まえて当センターの判断で分類しています。

・意見：提出していただいた御意見のとおりに転記しています。

・参考回答書：関係住民の皆様から提出していただいた御意見のうち、鳥取県廃棄物処理施設の設置に係る手続の適正化及び紛争の予防、調整等に関する条例（平成１７年鳥取県条例第６８号）
　　　　　　　の規定に基づく意見書（地域における生活環境の保全上の見地からの事業計画についての意見）に該当しないと判断した御意見に対して、同条例の規定に基づく見解書とは別に、
　　　　　　　参考としてその回答をとりまとめたものです。



番号 分類 意見 見解

[301]
事業
主体
変更

１，事業主体が環境プラントから事業センターに変わった経緯、理由（住民、市民に納得がいく
ようなもの）が知りたい。

・処分場の設置・運営に当たって、最も重要なことは安全性の確保と考えており、次の点を中心
に安全性の確保を図ることとしています。
　　①施設設備については、実績のある隣接の一般廃棄物最終処分場と同様に、国基準を
　　　上回る３重遮水構造及び逆浸透膜処理を含む高度な浸出水処理施設を設置
　　②設置した各設備の適切な維持管理
　　③契約前・受付・荷下ろしの各段階で厳正な搬入廃棄物の検査を実施
・この役割分担として、事業主体が環境プラント工業の時には、①及び②については、一般廃棄
物最終処分場の設置・維持管理により、同様の施設の運営に実績のある環境プラント工業が実施
主体となり、搬入廃棄物の検査についてはセンターが実施することにより、一層の安全性を確保
することとしていました。
・このように、環境プラント工業とセンターが役割を分担することにより、安全・安心で安定的
な設置・運営が可能と考えていましたが、事前説明会の中で地元住民の方から、環境プラント工
業が民間事業者であることに由来する継続性への不安や安定的な施設・運営について意見が出さ
れました。
・このため、地域住民の皆様の将来にわたっての安全性の確保についての不安を払拭するという
観点から、環境プラント工業の意見も聞いた上で、県が出資者となっている公益財団法人である
センターが事業主体とすることに方針転換したものです。

[302]
事業
主体
変更

２，環境プラントが事業主体、つまり責任を取る立場を降りたにもかかわらず、なぜ作業委託を
引き受けるのか？作業責任が負えるのか？責任を負えないから降りたのではないのか？これ以上
この事業に関わるべき信頼性はないのではないか？

・事業主体が環境プラント工業からセンターに変更となった経緯については、［３０１］のとお
りであり、責任が負えないから事業主体を降りたのではなく、環境プラント工業とセンターの担
う基本的な役割は変えることなく、将来にわたっての事業主体の存続についての不安解消のため
に、事業主体を変更したものです。
・従って、一般廃棄物最終処分場の長年の管理運営から得られた環境プラント工業のノウハウ自
体は、施設の維持管理作業や埋立作業に活用されることとなります。
・なお、事業主体がセンターとなりましたので、万が一、環境プラント工業による維持管理作業
や埋立作業で事故などが生じた場合でも、センターが責任を持って対応いたします。

[303]
地域
振興

（３）県・環境管理事業センター・米子市は，産業廃棄物処理場の地元に対して独自の地域振興
計画を考慮した事があるか。有ればその内容、なければ何が出来そうか提示して欲しい。県・環
境管理事業センターは、要望があれば出して欲しい、検討すると言われるが、我々は物乞いでは
無い。県内で行き先を失った最終処分場を、仮に受け入れるとすると、どの様な地域振興を行う
積りか提示して欲しい。例えば、道の駅を整備するとか、県立美術館を誘致するとか、地元の活
性化に資する事を。

・県・環境管理事業センター・米子市として、これまで産業廃棄物最終処分場の地元に対して周
辺整備計画を策定した事例はありません。
・当処分場は、本県全体の環境保全と産業振興のために必要な施設として設置するものです。設
置に際しては、鳥取県産業廃棄物処理施設設置促進条例に基づき、周辺整備計画に基づく事業に
対し、県の交付金制度があります。
・この周辺整備計画は、対象地域の生活環境の保全及び地域振興に資するものですが、地域から
のご要望をもとに関係自治会と協議させていただきながら作り上げていくことが必要と考えてい
ます。
・このように、関係６自治会の皆様のご意見をできるだけ反映させていただきたいとの思いか
ら、関係６自治会のご要望をお聞きしているものですので、ご理解をお願いします。

[304]
地域
振興

（６）周辺地域へ法的緩和。農業振興法など。対応出来る物が有るか。風評被害に対する税制対
応策。固定資産税など。

・地域からのご要望については、鳥取県産業廃棄物処理施設設置促進条例に基づく県の交付金の
活用による事業の実施等、県等の御協力もいただきながら地域の御要望を踏まえた地域振興策に
取り組んでいくこととします。
・農業振興地域の整備に関する法律などに係る法的緩和措置や税制上の優遇措置については、セ
ンター自体に権限がありませんが、具体的なご要望の内容があればお聞きした上で、県等にお伝
えしたいと考えています。
・なお、風評被害については、安全・安心な施設・設備を整備し、適切な維持管理を行うととも
に、処分場運営の実態を見ていただくことにより、発生防止に万全を期していくこととします。
・万一、当処分場に起因する風評被害が生じるようなことがあれば、センターとして必要な対応
をさせていただきます。

[305]
地域
振興

（７）東部・中部で反対された、最終処分場が西部に出来る事で、地元は何のメリットが有るの
か。

・当処分場は、本県全体の環境保全と産業振興のために必要な施設として設置するものです。そ
のことから、立地を受けていただき、様々なご苦労をおかけする地域に対し、今以上に魅力ある
生活圏となっていただけるよう、センターでは鳥取県産業廃棄物処理施設設置促進条例に基づく
県の交付金の活用による事業の実施等、県等の御協力もいただきながら地域の御要望を踏まえた
地域振興策に取り組んでいくこととします。
・地域振興策は、地域の御要望が最大限に活かされるよう関係自治会と協議させていただきなが
ら作り上げていくことが必要と考えています。

[306] 反対 （１）産廃最終処分場としての建設には反対です。

・産業廃棄物の管理型最終処分場は、産業面だけでなく身近な生活で発生する廃棄物の処分場所
として、県内にも必要な施設です。
・当処分場は国基準以上の施設・設備を設置し、適切な維持管理を継続して行うことにより、安
全・安心な施設となるように運営しますので、ご理解をお願いします。
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番号 分類 意見 見解

[307] 反対 （１）産廃最終処分場としての建設には反対です。 ・［３０６］と同じ回答です。

[308] 反対 私は、淀江産廃最終処分場の建設に絶対に反対である。 ・［３０６］と同じ回答です。

[309] 反対 （１）産廃最終処分場の建設には反対です。 ・［３０６］と同じ回答です。

[310] 反対 （１）産廃最終処分場の建設には反対です。 ・［３０６］と同じ回答です。

[311] 反対 （１）産廃最終処分場としての建設には反対です。 ・［３０６］と同じ回答です。

[312] 反対 （１）産廃最終処分場の建設には反対です。 ・［３０６］と同じ回答です。

[313] 反対 （１）産廃最終処分場の建設には反対です。 ・［３０６］と同じ回答です。

[314]
契約
･
表記

【S.No.5】・前事業主体の環境プラントとコンサルタント名が表記された基本計画・設計図の図
面フォームとなっていました。これまで、県・センターは環境プラントをサポートし、各報告書
を作成も当然サポートされたことと思います。H26年補助金事業の「事業計画書」と同様に、事
業主体者及びコンサルタントの社名を併記するのが一般的と思いますが、どうでしようか？

・事業計画書の図面への委託業務を行ったコンサルタント名の表記は、必ずしも求められるもの
ではありません。

[315]
契約
･
表記

【S.No.5】・事業計画書センターの誰が作成したのか？
・環境管理事業センターがコンサルタントに業務委託をし、その成果等を基に、センターが作成
したものです。

[316]
契約
･
表記

【S.No.5】・基本計画・基本設計はセンターが作成したのであれば、基本計画・基本設計の瑕疵
に対する全責任はセンターがとることになるが、この理解でよろしいですね？H29/02/19の下泉
の説明会、及びH29/01/06のセンターでの説明にて、事業センターは明言したことを再確認しま
す。

・事業計画についての責任はセンターが負うものです。

[317]
契約
･
表記

【S.No.6】・本来ならば、事業主体がコンサルに業務委託を行い、基本計画・基本設計・実施設
計を実施するのでは？

・［３１５］と同じ回答です。

[318]
契約
･
表記

【S.No.6】・その計画瑕疵・設計瑕疵も全てコンサルタントに帰するものと思いますが、「事業
計画書」の各図面には計画・設計者の企業名がない。

・コンサルタント名の表記は［３１４］と同じ回答です。
・業務を請け負ったコンサルタントは、委託契約上の発注者に対する責任は当然に負うことにな
ります。

[319]
契約
･
表記

【S.No.6】・事業センターは、「センターにて作成した。」と自治会説明会で説明、住民側専門
家から技術関連の質問も全て理事長にすることにする。事業センターが計画瑕疵・設計瑕疵のす
べてを負うとの判断で、住民側へ説明したと理解する。

・責任については［３１６］及び［３１８］後段と同じ回答です。
・センターが作成した事業計画書に対する質問には、センターとして回答するものであり、理事
長個人が回答するものではありません。

[320]
契約
･
表記

【S.No.6】・事業センターが計画・設計瑕疵を負えないならば、これまで環境プラントを指導し
て作成し、最終検査を終え、最終支払いを行った方法を採用すべきである。以前は、コンサルが
責任を負い、今回は計画・設計も出来ない事業センターがすべての計画・設計瑕疵を負うとは、
矛盾したことを行っている。全ての計画瑕疵・設計瑕疵すべてを事業センターで負うものと理解
します。即ち、コンサルを使って修正するのではなく、事業センターの職員で修正あらば実施す
るものと理解する。この修正等に県からの補助金を使用してはならない。それでOKですね。

・事業計画についての責任はセンターが負うものです。なお、以前もコンサルタントのみが責任
を負っていたわけではなく、事業主体であった環境プラント工業が主体的に責任を負っていたも
のと考えます。
・なお、業務を請け負ったコンサルタントは、委託契約上の発注者に対する責任は当然に負うこ
とになります。
・業務受注者の責によらない事業計画修正の必要が生じた場合に必要な経費の財源については、
県の補助金も含めて検討したいと考えています。

[321]
契約
･
表記

【S.No.7】・添付図表には出典が明記されておらず、出典を明記すること。出典の明記無きもの
は事業センター又はエイト日技が実施したと理解され誤解されるので、特にCEC実施(報告書名)
と事業センター/エイト日技(報告書)の区分を明確にすること。エイト日技でなく、事業セン
ターが作成しているのであれば、事業センターと記載のこと。事業センターで基本計画・基本設
計を作成し「事業計画書」を作成したと説明、更に計画書の各図面もコンサルタント名が表記さ
れていないので、事業センターが作成したものと理解する。何故、このような見え透いた詭弁を
弄するのか？事業センターで基本計画・基本設計が作成できない。

・県条例の規定に基づき縦覧した当処分場の事業計画書については、コンサルタント業者に業務
委託等をしながら、最終的にはセンターの責任において作成したものであり、その範疇において
は個別に添付図表の出典を明らかにする必要はないものと考えます。なお、国や県等の文献や
データ等を引用した箇所については、事業計画書において、その出典を明らかにしています。
・事業計画の作成者については［３１５］と同じ回答です。
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番号 分類 意見 見解

[322]
契約
･
表記

【S.No.7】・縮尺は可能な限りスケール・バー表示及び縮尺表示とすること。
・事業計画書に掲載している図面、地図等には、必要に応じて縮尺又はスケールバーを表示して
います。

[323] 予算

まず、事業計画策定のための調査報告書・計画書等についての疑問であるが環境プラントが事業
主体の時のコンサルが作成した調査書はたくさんの不備を指摘されながら果たして成果品といわ
れるものが出来たのだろうか？不備だらけの報告書に多額の県費がプラントを通して本当に支払
われたのだろうか？？？？？そして新たなコンサルによる同じような調査が再度行われ、事業計
画書が作られたようだが、同じ調査にまた県費を支払うのだろうか？いったい誰のための税金だ
と思っているのだろうか？？？？？？？これまでコンサルに支払われた、また支払う予定の金額
が知りたい。

・環境プラント工業が事業主体の際に策定された事業計画は国の基準等に適合しており、不適当
なものであったとは考えていません。センターが実施した「別案検討委託業務」は、事業主体の
変更に伴い、センターとしてよりふさわしい事業計画とする観点で実施したものです。
・平成24年度から平成28年度までに、環境プラント工業主体時の事業計画、及び生活環境影響調
査等の補助金として約3,500万円、住民の方の不安解消のための調査費として約2,400万円、この
たびの事業計画に関する費用として約1,700万円を県からの補助金で執行しています。これとは
別に、事業主体の変更に伴い環境プラント工業からの事業の継承に要する費用、及び別案検討委
託業務の費用として約9,000万円を執行していますが、これは県からの補助金ではなく借入金で
実施しているため、今後処分場収入により県に返済するものです。
・また、今後は、金額は未定ですが本事業計画に係る詳細設計業務等を実施する予定です。

[324] 予算
５，この事業に国の補助金はどれくらい出るのか？また、この事業で米子市はどのような利益を
県から受けられるのか？これは米子市民として知りたい。

・処分場整備に対する国の支援事業として、公共関与産業廃棄物処分場の施設整備に対し、交付
金対象事業費の１／４を交付金により支援する制度があり、当処分場整備では、この支援事業を
活用する予定です。
・当処分場は、本県全体の環境保全と産業振興のために必要な施設として設置をお願いするもの
です。背景として、県内には委託可能な産業廃棄物管理型最終処分場が１箇所もなく、他県の施
設に依存しており、近県の処分場の残余容量の減少、県外廃棄物の搬入規制等により処分先の確
保が困難になるおそれがあり、県内で処分場を確保する必要があります。
・米子市にとっての利益としては、将来にわたる産業廃棄物の適正な処理環境が整うことで、米
子市民の生活環境の保全が図られます。また、米子市内には約７千もの事業者がおられますが、
これらの事業者から管理型処分場で処分しなければならない産業廃棄物が発生する場合に、他県
に依存することなく処分することが可能となるとともに、近距離の処分場での処分が可能となる
ことから運搬費の負担が少なくなり、企業の安定的な経営と健全な発展に資するものと考えま
す。
・また、米子市の企業誘致に当たっては、産業廃棄物の処分先が近距離の場所に安定的に確保さ
れているということがアピールポイントになることから、企業進出の促進が期待されるところで
す。

[325] 予算

６．費用対効果分析が示されていない。費用対効果分析実施し関係住民を始め広く示すべきであ
る。平成１２年３月１０日付厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課長より各都道府県一般廃棄
物処理主管部（局）長宛て文書によれば、「昨今、廃棄物処理施設整備事業を含み社会資本整備
については、その執行手続きにおける透明性及び客観性の確保、効率性の一層の向上を図ること
が強く要請されているところであり、このための具体的着手前の費用対効果分析を有効と考えて
いる。」と述べ、費用対効果分析を指導している。県・センターは、費用対効果分析について早
急に関係住民を始め広く示すべきである。
　これについて県・センターの個別の見解を求めます。以上

・処分場設置の効果としては、県内企業の産業廃棄物の処分先が確保され廃棄物が適正処理され
ることによる生活環境の保全効果、廃棄物の運搬費の削減効果があるほか、県内への企業誘致の
推進につながるといった効果も期待されます。
・建設費や維持管理費といった費用については、基本的には事業者からの処理料金でまかなうも
のですが、本施設については国の基準を上回る施設としていることから、これらの経費について
は国・県の支援を受けることとしています。このような考え方は、全国の例でも同様であり、本
事業計画特有のものではないものと考えています。
・なお、国の交付金申請に当たり必要な費用対効果分析は今後検討します。
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[326] 予算

【S.No.4】１．　平成24年1月26日の日本海新聞の報道の報道にありますように、事業センター
はクローズ型のメリットを考慮してセンター主体でクローズド型を提案、環境プラントは「処理
の質を落とさず管理体制を見直し、経費を当初案より数十億円圧縮したという。この記名記事
は、事業センターからの情報に基づき、作成されたものと思います(記者はセンターへの聞き取
りにより確認され報道記事にされているものと思います)。

 ・（表中の備考）今回の事業計画の４７年間の総事業費は平成２７年３月時点の事業計画と比較
して約９億円の増額となっていますが、このうち建設費については約４億円の増額です。建設費
の増額の理由については、擁壁の取り止め等での減額はありますが、埋立方式の変更による水処
理量の増加による調整槽の規模拡大や水処理設備の能力向上、更に、資材や労務単価の増などに
より、増額となったものです。

[327] 予算

【S.No.3】１．　県・センターはH25/4月、産廃計画地で漏水が生じた場合のその拡散範囲と
「小波上の泉」までの地下水の到達時間・その拡散範囲を検証するため、地下水３次元浸透流解
析が必要と判断し、「H25年度地下水流向等調査委託業務契約」を締結、H25/6月版(案)にその結
果を記載した。更に福井水源への影響が危惧され、平成26年/5月「H26年度地下水流向等調査委
託業務契約」を締結した。事業センター及びエイト日技は、この経緯・事実を充分認識し、別案
検討業務の見積り書を提出している(別案検討:2,500万円、地質調査520万円、地下水三次元解析
880万円:総額3,900万円の見積り書:27年9月の県議会で補正予算の承認)。

・平成27年度予算要求時においては、センター案の構造が決定しておらず、想定として地下水三
次元解析にも対応できるようにしていたものです。
・なお、平成25年度の地下水三次元解析は、通常の生活環境影響調査より広い範囲において、仮
に浸出水が漏えいした場合の影響範囲等を推定するために実施したものです。また、平成26年度
の地下水流向等調査は、事業計画地直下を流れる地下水の流向を把握し、福井水源地への影響が
ないことの確認などをしたものであり、いずれの調査も住民の皆様の不安を解消することを目的
としたものです。

[328] 予算

【S.No.3】２．　エイト日技の環境影響調査にはこの地下水調査結果がどの報告書にも記載され
ていない。事業センター・県は、廃掃法に従い、環境省の廃棄物処理施設生活環境影響調査指針
の「地下水調査・解析」編に基づき、地下水三次元解析が必要と判断し、H25年度・H26年度地下
水流向等調査(2年度分総額:2,400万円)を実施したので、その必要性は十分認識していた。従っ
て、予算手当のための見積り880万円を予算化したのは明白です。しかし、この地下水三次元解
析を実施しておれば、生活環境影響調査にはその結果が必ず記載されるが、縦覧中の「事業計画
書」には全くない。契約は別案検討(H27/10/03:2,311.2万円)、第1回変更で地質調査・地下水3
次元(27/01/04:1,254.2万円)、第2回変更で増額(変更日は情報開示待ち:金額は開示済みで277.2
万円)の総額3,842.6万円の最終支払いを行っている。事業センター・県はH25・H26年度に三次元
解析が必要で、その解析で最も重要な透水係数の設定が、エイト日技の審査検討結果にもあるよ
うに誤りであると認めたが故に、地質(現場透水試験も含む)・地下水三次元解析委託業務1,400
万円を含む総額3,900万円がH27年9月の県議会で承認された。

・［３２７］と同じ回答です。

[329] 予算

【S.No.3】３．　しかし、「事業計画書」には、3本のボーリング結果の柱状図が地質断面への
投影図さえ記載されていない。また、エイト日技の指摘した透水係数についても情報開示された
報告書及び「事業計画書」にもない。更に1.項に説明したが、その調査結果・解析結果の記載が
ないのに、予算額の98.5%の支払いを完了している。これは、事業センター理事長の事業セン
ターに対する背任的行為ではないかと思われる。事業センター・鳥取県にこの回答を求める。

・別案検討委託業務において予算額のほぼ全額を執行したのは、地元自治会及び県からの要望・
意見を受け、騒音・振動等の調査を追加で実施したこと等により委託費が増となったものです。
地下水の三次元解析は行っていませんが、業務に必要な経費を適切な契約等の手続きを経て受注
業者に支払ったものであり、背任的行為はありません。

[330] 予算

【S.No.3】４．　エイト日技の指摘のように、この地下水三次元解析が生活環境影響調査に必要
ないと判断したのならば、事業センター・県は地下水専門家のアドバイスを受けながら、地下水
三次元解析が必要だと判断し、H25年度・H26年度地下水流向等調査業務を事業センターはCECと
直接契約を行い、業務を実施した。エイト日技の指摘のように、不必要ならば、この総額約
2,400万円は不必要な調査・解析を実施したことになる。また、エイト日技は、地下水調査に問
題があることを熟知して、総額3,900万円の見積書を提出している。地質調査の現場透水試験、
地下水三次元解析を行っていないから報告書に記載出来ない。エイト日技の地質調査・地下水三
次元解析の1,400万円の見積りがあり、エイト日技自身で矛盾したことを行っている。

・［３２７］、［３２９］の回答のとおりであり、エイト日本技術開発が矛盾したことを行って
いるとは考えていません。

[331] 予算
【S.No.3】また事業センターは最終検査を完了し、実施していない調査・解析項目があるのに総
予算3,900万円のほぼ予算額に近い3,842.6万円(98.5%)の最終支払い完了したのか？事業セン
ター及びエイト日技にそれらの回答を求めます。

・［３２９］と同じ回答です。

単位：億円
年月日 配布資料 建設工事費 維持管理費 維持管理費

1.H24/02/21 米子市全員協議
会配布資料

センター主体：47
＜クローズド型＞
環境プラ主体：42
＜オープン型＞

26

30

73（除消費税）

72（含消費税：5%）

2.H27/02/21 米子市全員協議
会配布資料

建設費：47 28 75

3.H27/03/23 米子市全員協議
会配布資料

建設費：42
借地料：6
計：48 29 77

4.H28/11/14 センター作成資
料の「別案（区画
割擁壁無し）」

建設工事費：46
借地料等：5
計：51 35 86

＜備　考＞ H10mの擁壁250m、6m擁壁400mのコンクリートがなくなるのに約9億円も高くなるの
か？（情報開示請求するも16億円以外の開示無し、70億円分はセンターで積算）
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[332] 予算

【S.No.24】①県・センターはH25/4月、産廃計画地で漏水が生じた場合のその拡散範囲と「小波
上の泉」までの地下水の到達時間・その拡散範囲を検証するため、地下水３次元浸透流解析が必
要と判断し、「H25年度地下水流向等調査委託業務契約」を締結、H25/6月版(案)にその結果を記
載した。更に福井水源への影響が危惧され、平成26年/5月「H26年度地下水流向等調査委託業務
契約」を締結した。事業センター及びエイト日技は、この経緯・事実を充分認識し、別案検討業
務の見積り書を提出している(別案検討:2,500万円、地質調査520万円、地下水三次元解析880万
円:総額3,900万円の見積り書:27年9月の県議会で補正予算の承認)。

・［３２７］と同じ回答です。

[333] 予算

【S.No.24】②エイト日技の環境影響調査にはこの地下水調査結果がどの報告書にも記載されて
いない。事業センター・県は、廃掃法に従い、環境省の廃棄物処理施設生活環境影響調査指針の
「地下水調査・解析」編に基づき、地下水三次元解析が必要と判断し、H25年度・H26年度地下水
流向等調査(2年度分総額:2,400万円)を実施したので、その必要性は十分認識していた。従っ
て、予算手当のための見積り880万円を予算化したのは明白です。しかし、この地下水三次元解
析を実施しておれば、生活環境影響調査にはその結果が必ず記載されるが、縦覧中の「事業計画
書」には全くない。契約は別案検討(H27/10/03:2,311.2万円)、第１回変更で地質調査・地下水3
次元(27/01/04:1,254.2万円)、第２回変更で増額(変更日は情報開示待ち:金額は開示済みで
277.2万円)の総額3,842.6万円の最終支払いを行っている。事業センター・県はH25・H26年度に
三次元解析が必要で、その解析で最も重要な透水係数の設定が、エイト日技の審査検討結果にも
あるように誤りであると認めたが故に、地質(現場透水試験も含む)・地下水三次元解析委託業務
1,400万円を含む総額3,900万円がH27年9月の県議会で承認された。

・［３２７］、［３２９］と同じ回答です。

[334] 予算

【S.No.24】③しかし、「事業計画書」には、3本のボーリング結果の柱状図が地質断面への投影
図さえ記載されていない。また、エイト日技の指摘した透水係数についても情報開示された報告
書及び「事業計画書」にもない。更に①項に説明したが、その調査結果・解析結果の記載がない
のに、予算額の98.5%の支払いを完了している。これは、事業センター理事長の事業センターに
対する背任的行為ではないかと思われる。事業センター・鳥取県にこの回答を求める。

・［３２９］と同じ回答です。

[335] 予算

【S.No.24】④地質調査・地下水三次元解析は、H28/2/4に第一回変更契約を行い、H28年10月に
最終検査を終え、最終支払いも完了している。しかし、地下水三次元解析は「事業計画書」の⑮
「生活環境調査結果書」には全くその結果の記述はない。センターに説明を求める。背任的行為
であると思われる。

・［３２７］、［３２９］と同じ回答です。

[336] 予算
【S.No.68／5-6-39、5-6-40】地質調査、地下水調査・解析が全く記載されてないのに、予算額
ほぼ満額の支払いを受けている。何故か？　事業センターに回答を求める。

・［３２９］と同じ回答です。

[337] 予算

【S.No.69／5-6-41】③エイト日技は、CECの作成した報告書の審査検討業務にて、その必要性を
十分に認識し、別案検討業務の見積書を作成した(別案検討約2,500万円、地質調査約520万円、
地下水三次元解析約880万円)。これに基づきセンターは、総額3,900万円を予算化。契約変更も
含めほぼ予算額の満額に近い総額3,843万円の最終支払いを完了したのに、何故、解析結果が
「事業計画書」に記載されていないのか？

・［３２７］、［３２９］と同じ回答です。

[338] 予算

【S.No.69／5-6-41】④エイト日技は、(3)2)の第5パラにて、「本事業の実施により下流側の地
下水への影響は軽微と考えられ、地下水流動及び水位低下による利水影響を与えることはないこ
とから、生活環境の保全上の目標との整合性ははから整合性は図られているものと評価する。」
との判断である。従い、地下水三次元解析は実施していないとの理解で良いか？

・平成27年度には三次元解析は実施していません。

[339] 予算

【S.No.69／5-6-41】地下水三次元解析・地質調査の現場透水試験等、CECの報告書の審査・検討
業務にてエイト日技が指摘してきた透水係数の設定に対する鋭いコメント、H26年度地下水流向
等調査業務報告書(38頁)にて指摘した「数値算定過程までのチェックはせず。」との記載。何故
チェックしないのか、数値算定過程に問題があり、現場透水試験も含む地質調査にて実施すると
の別案検討業務の見積書となっているのではないのか？　そして、CECの報告書にて指摘した地
質調査(現場透水試験)・地下水三次元解析等、重要な調査業務があるのに、これを実施せず予算
のほぼ満額の支払いを受けていることは、エイト日技・センターの詐欺的行為、又はセンターに
対する理事長の背任的行為と思われる。

・［３２７］、［３２９］と同じ回答です。

[340]
開発
協定

（２）開発協定を遵守し、一般廃棄物処分場第Ⅲ期計画地として使用すべきです。

・一般廃棄物処分場の整備については、鳥取県西部広域行政管理組合が所管しておられ、いわゆ
る第Ⅲ期計画については正式に決定したものではなく、現在、別途次期処分場を検討中とお聞き
しています。
・一般廃棄物処分場に係る協定については、当事者である環境プラント工業と米子市の合意があ
れば変更できるものと考えています。米子市の意向も踏まえ、事業計画を十分説明し、条例手続
きの状況を見ながら協定の変更をお願いしたいと考えています。

[341]
開発
協定

（２）平成９年に変更された開発協定の一般廃棄物第Ⅲ期計画地は、開発協定書を遵守し一般廃
棄物最終処分場として使用すべきであります。

・［３４０］と同じ回答です。
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[342]
開発
協定

（３）開発協定を遵守し、一般廃棄物処分場第Ⅲ期計画地として使用すべきです。 ・［３４０］と同じ回答です。

[343]
開発
協定

（２）開発協定を遵守し、一般廃棄物処分場第Ⅲ期計画地として使用すべきです。 ・［３４０］と同じ回答です。

[344]
開発
協定

（２）開発協定を遵守し、一般廃棄物処分場第Ⅲ期計画地として使用すべきです。 ・［３４０］と同じ回答です。

[345]
開発
協定

（２）開発協定を遵守し、一般廃棄物処分場第Ⅲ期計画地として使用すべきです。 ・［３４０］と同じ回答です。

[346]
開発
協定

（３）開発協定を遵守し、一般廃棄物処分場第Ⅲ期計画地として使用すべきです。 ・［３４０］と同じ回答です。

[347]
開発
協定

(1)産廃最終処分場としての建設には反対です。平成９年に変更された開発協定の一般廃棄物最
終処分場第Ⅲ期計画地は、開発協定書を遵守し、一般廃棄物最終処分場第Ⅲ期として建設すべき
です。

・［３４０］と同じ回答です。

[348]
開発
協定

４．米子市及び環境プラントは、現行の開発協定を順守すべきである。県・センターは、米子市
に対し開発協定の改定について圧力をかけるべきでない。開発協定（資料２）第１条において、
環境プラントが西部広域行政圏（人口２４万人）の一般廃棄汚物最終処分場を建設することを定
めている。そして第４条において土地の用途を一般廃棄物最終処分場に制限している。平成２８
年７月１６日開催された小波上自治会に対する事前説明会では、県、センターは「開発協定締結
の当事者が合意すれば改訂できる」と説明した。開発協定は官対民の「行政契約」であり開発協
定で定めた行政目的の実現を犠牲にする改訂はできるものでない。
　産廃計画地は、開発協定に基づき環境プラントが旧淀江町から同意（平成９年１０月２３日
付）を得た一般廃棄物最終処分場のⅢ期計画地と重複する。（資料３～６）
　現在の一般廃棄物最終処分場は後１０年程度で満杯となると言われており、環境プラントは、
次なる一般廃棄物最終処分場としてⅢ期計画の実現を図る義務がある。
　県、センターは開発協定の存在を了知しながら、米子市に対し開発協定の改定し、米子市有地
を産廃用地とするよう迫っている。（平成２８年３月２５日　センターと米子市の協議）
　喫緊に必要となる西部広域行政圏２４万人の次なる一般廃棄物最終処分場計画に支障となる産
廃計画を進める県・センターのやり方は横暴である。
　以上について県・センターの見解を個別に求めます。

・一般廃棄物最終処分場に関する開発協定に関しては、［３４０］の回答のとおりであり、セン
ターが米子市に対し開発協定の改定について圧力をかけている事実はありません。
・また、協定の内容を変更する場合には、米子市は行政機関として適切な手続き、手順を踏まれ
るものと考えます。

[349]
開発
協定

【S.No.1】１．H4年に旧淀江町と環境プラントは、淀江第2不燃物最終処分場の建設について開
発協定書（H4年5月21日）を締結した。H8年2月9日に開発協定当事者である旧淀江町及び環境プ
ラント、そして立会人として淀江土地改良組合及び西部広域行政管理組合の4者にてⅢ期計画地
の確認を公文（添付地図あり）にて行い、旧淀江町及び環境プラントは、H9年8月28日付の開発
計画書変更を行った。同日に、環境プラントはⅢ期計画地分申請に先立って覆土置場用地として
開発面積の追加申請の「変更開発事業実地計画書」を提出し、旧淀江町の承認を得た。開発協定
を遵守して、この実地計画書に中で環境プラントは、「残るⅢ期工事については、県道建設等の
からみもある為、実計画が出来ない状況にあります。Ⅲ期計画に着工出来る状況が整った時点
で、申請手続きを行いたいと考えております。」とⅢ期計画を一般廃棄物最終処分場として事業
を実施していくことを再確認した。

・旧淀江町と環境プラント工業は一般廃棄物最終処分場の開発について協定を締結されており、
環境プラント工業から旧淀江町へ実施計画書も提出されています。しかしながら、平成9年の実
施計画変更後は、実施計画は変更されておらず、いわゆる第Ⅲ期計画地について、許可申請手続
きはされていないことを確認しています。
・一般廃棄物処分場の整備については、［３４０］前段と同じ回答です。

[350]
開発
協定

【S.No.1】２．一般廃棄物最終処分場Ⅲ期計画地内には米子市（旧淀江町）の市有地が約50％あ
り、またその計画地の各種許認可は取得済みである。上述のように、環境プラントが提出した実
地計画書（H9/8/28）にて説明しているように、環境プラントはⅢ期計画の実計画・実施設計を
残すのみである。また、既存のⅠ期・Ⅱ期の埋立地区は今後約10年以内で満杯となることが、西
部広域行政組合にて報告・確認されている。上記の開発協定を無視・違反し、H20年に環境プラ
ントが事業主体となり、事業センター・鳥取県の同意を得て産廃最終処分場の調査・計画・設計
を開始した。これまでの米子市議会、住民説明会、直近のH29年12月14日の米子市全員協議会に
ても市議の質問に対して、事業センター理事長は、計画地区の約50％は市有地であるにもかかわ
らず、米子市の同意を得ることなく、計画・設計を進めてきたと説明した。環境プラントは、こ
の最大地権者の米子市の同意がない状態で、開発協定書の目的外使用の禁止条項を無視・違反し
て産廃最終処分場の調査・設計を進め「事業計画書（案）」を作成した。H27年に環境プラン
ト・事業センターは、これまた開発協定書の協定遵守・権利義務の継承条項を無視・違反し、事
業主体を環境プラントから事業センターへ変更し計画を推進し、エイト日技が別案として区画割
擁壁無しの計画にて「事業計画書」を作成、今年１月13日から県手続条例に従い縦覧に供してい
る。

・いわゆる第Ⅲ期計画地における一般廃棄物最終処分場の各種許可はされていません。よって、
環境プラント工業の実計画・実施設計を残すのみという状態ではありません。
・現在、当処分場設置のための条例手続きを行っているところであり、一般廃棄物最終処分場に
係る開発協定に違反した事実はありません。なお、開発協定の変更については［３４０］後段の
回答のとおり考えています。
・米子市有地については、米子市は「産業廃棄物最終処分場は必要な施設である。あの場所に設
置するかどうかについては地元の皆さんの理解が前提で、事業主体に十分説明してもらいたい。
あの土地については産業廃棄物最終処分場としての検討がされていると理解している。」とのお
考えとお聞きしています。また、市が土地の利用について判断される時期については、条例手続
きの進捗を勘案して判断されるとのお考えであるとお聞きしています。
・なお、環境プラント工業から当センターに事業主体を変更した事業は産業廃棄物最終処分場計
画であり、一般廃棄物処分場最終処分場の事業を承継するものではないため、権利義務の承継条
項に違反することにはなりません。
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[351]
開発
協定

【S.No.1】４．一般廃棄物最終処分場Ⅲ期計画地を産廃最終処分場計画地とすることは、県条例
による計画地区500m以内の関係住民（関係住民37戸、事業主体者16名、計53者）、及び6自治会
住民の問題だけではなく、西部広域行政管理組合地区の9市町村の住民24万の一般廃棄物最終処
分場の問題である。従い、この一般廃棄物Ⅲ期計画地を従来計画通り実施し、目的外使用である
産廃最終処分場として使用することに大反対である。

・［３４０］と同じ回答です。

[352]
開発
協定

【S.No.1】５．　ここに産廃最終処分場が出来れば、これと同等の埋立容積を持つ一般廃棄物最
終処分場の建設が必要となり、土地収用も必要になり、その総事業費は約80億円以上（エイト日
技の産廃処分場の積算では86億円）となり９市町村の住人約24万人が負担することになる。

・［３４０］と同じ回答です。

[353]
開発
協定

【S.No.1】６．　従い、産廃処分場の建設ではなく、一般廃棄物Ⅲ期最終処分場として、平成９
年の開発協定書どおりに事業を継続するべきである。

・［３４０］と同じ回答です。

[354]
一廃
処分
場

【S.No.33／⑥-56】・一般廃棄物処分場の埋立て完了後の浸出液が無処理状態になるまでの維持
管理期間の事務所スペースはあるのか？

・一般廃棄物最終処分場の管理事務所は、維持管理期間終了まで今回建設する管理棟に入居する
予定です。

[355]
前計
画

(2)これまでの事業センター及び県が指導して作成してきましたH24年からH27年３月末までの各
種報告書は、H27年エイト日技の審査・検討が実施されました。その結果に基づき、事業セン
ターが縦覧に供している「事業計画書」は作成されております。従い、この審査・検討報告書に
対する意見書（その１）を提出します。

・鳥取県廃棄物処理施設設置手続条例第11条の規定に基づく意見書は、同条例に基づき周知等を
行った現在の事業計画に対し、提出していただくこととなっています。
・ご意見の「審査検討報告書」とは、環境プラント工業が事業主体だった時点の事業計画に関す
るもので、現在の当センター主体の事業計画とは異なるものであり、「審査検討報告書」に対す
るご意見への個別の回答は控えさせていただきます。
・なお、地下水の三次元解析調査、福井水源地影響調査については、環境プラント工業主体時
に、当センターが住民の皆様の不安解消を目的に実施した経緯であることから、これらの調査に
対するご意見については、次のとおり主な項目を整理し回答させていただきます。

[356]
前計
画

－

①三次元解析実施の経緯
・地下水の汚染防止については、国の基準を上回る３重遮水構造を始めとして、電気的漏えい検
知システム、地下水モニタリングなどの多重の対策を講じることとし、搬入廃棄物の検査を行う
など安全対策に万全を期しています。
・しかし、環境プラント工業主体時に地元住民の皆様から、万が一浸出水が地下水へ漏えいした
場合の下流への影響を懸念するご意見が出されたことから、その不安解消のため、地下水三次元
解析を平成25年度に実施したものです。

②三次元解析の目的
・三次元解析は、万が一、浸出水が地下水へ漏えいしたとした場合の対応措置の検討に当たっ
て、対象となる地下水がどのような方向に流れていくのか、下流へ到達するのに少なくともどの
くらいの時間を要するのかについて把握することを目的に実施したものです。
・平成26年度には、福井水源への影響を懸念するご意見が出されたことから、地下水位の把握等
による調査を行い、処分場直下の地下水が福井水源の方向へは流れないことを確認しています。

[357]
前計
画

－

③地質モデルについて
・三次元解析の地質モデル設定においては、実際の複雑な地形・地質そのものをモデル上で再現
することは困難であることから、現地の特性を踏まえた上で単純化する方法が一般的です。
・今回の場合、ボーリング調査や標準貫入試験の結果等をもとに、４層の多層地盤として地質モ
デルを設定しています。
・なお、事業計画地内のボーリング結果から推定した砂礫層（Ｄｃｇ１層）の走向傾斜や現地の
地形をモデルに反映させています。

④土質区分について
・環境プラント工業主体の事業計画において「砂礫層」と表記してあった箇所は、その後の現地
踏査により地質的には火山性堆積軟岩であることが判明したことから、水理・力学上、「砂礫」
と「軟岩」では同じ地質を指しても受け取る印象が大きく異なるため、表現を修正しています。
・砂礫層の方が火山灰層よりも透水性が高いのが一般的である一方、設定した透水係数は火山灰
層の方が透水係数が高かったことから、混乱を生じさせましたので、三次元解析上のモデル区分
であることを念頭においたとしても、砂礫層と区分するに当たっては、説明を記載すべきだった
と考えています。
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[358]
前計
画

－

⑤浅い地下水と深い地下水について
・地下水三次元解析の実施に当たって解析対象となる地下水を決める必要がありますが、今回の
解析では、ボーリング推進に伴う孔内水位の変化、降雨と水位の連動性から、掘削行為で容易に
水位変動する領域の「浅い地下水」と、事業計画地直下の「深い地下水」に区分し、解析対象を
砂礫層（Ｄｃｇ１層）の深い地下水としたものです。

⑥透水係数の設定について
・今回の三次元解析の目的が、地下水が下流に到達するのに少なくともどのくらいの時間を要す
るのか把握し万が一の事故等への対応措置の検討に資することであることから、解析結果が実際
の到達時間より長い時間とならないように、危険側の視点に立つことが肝心であり、実際のもの
より流れやすい透水係数の設定が適切と考えています。
・透水係数については、現場透水試験により設定するのが本来ですが、孔内流向流速測定結果か
らの推定、簡易推定式からの推定など、間接的な手法により複数の視点から設定しています。
・このうち、流向流速測定結果をもとにした透水係数そのものについては、ダルシーの法則から
見ると、便宜上動水勾配を１としているため、危険側の設定にはなっていません。しかし、平成
26年度に行った福井水源地影響調査で得られた現場透水試験結果から得られた透水係数を用い平
成25年度に実施した三次元解析を検証しており、当時設定した透水係数は、危険側という視点か
ら見て、妥当な設定であったことを確認しています。

[359]
前計
画

－

⑦境界条件について
・モデルの範囲について、東西約1,250ｍ×南北1,750ｍの広域モデルとしています。
・このうち、事業計画地から東側については、通常不透水境界となる尾根が２本モデル範囲内に
存在しており、その地形が反映されていることから、東側からの流入がないとの設定で問題はな
いものと考えています。

⑧到達時間について
・平成25年度報告書では、処分場計画地から下流（小波上の泉付近）への到達時間は約８年間と
なっていますが、これは上記のとおり間接的手法により設定した透水係数による解析結果から算
出したものです。
・また、平成26年度地下水流向等調査では、現場透水試験結果をもとに透水係数を２ケース設定
し、それぞれの解析結果から算出した２ケースを示しています。具体的には、平均的な透水係数
によるケースと、一部で透水性の高い地質が確認されたことから、危険側の視点で最も大きい透
水係数によるケースの２ケースで解析し、それぞれ約4,000年と約57年との結果となっていま
す。
・このように、三次元解析から約８年、約57年、約4000年の３ケースの到達時間が示されていま
すが、上記のとおり到達時間の把握という三次元解析の目的を踏まえ、対応措置の検討を行うに
当たって前提とする到達時間については、最も短期間である約８年を念頭に考えていくこととし
ます。

[360]
前計
画

－

⑨三次元解析全般について
・三次元解析は、実際の複雑な地形・地質や地下水の流れを、当該地の特性を踏まえながら単純
化したモデルにより、工学的な手法により行うものです。
・一般的に、モデル化に当たっては、より多くの調査の実施及び調査データの反映を行えば、よ
り精度が向上するものと考えられますが、実際には様々な要因があり、精度の向上に限界がある
のも事実であり、三次元解析の必要な精度は、その目的によるものと考えています。
・従って、今回の三次元解析については、上記のとおり、万が一の事故等への対応措置の検討に
資するうえで危険側の観点での解析が行われていることから、必要な精度は確保できているもの
と考えています。
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[361]
前計
画

【S.No.1】３．これまでは県・事業センターの成果品に対する竣工検査（技術的チェックは無
し）を実施していなかったが、事業センターは、事業主体変更に伴い、環境プラントが作成した
成果品（報告書）の審査検討委託業務をH27年エイト日技と締結した。エイト日技は、特に地下
水の調査・解析に対して鋭い指摘を行い、また区画割擁壁の設計ミスを指摘して、報告書の杜撰
なことを証明した。その後、事業センターは別案検討委託業務をエイト日技に委託、基本計画・
設計、事業計画書を作成した。エイト日技の変更案は、巨大な区画割擁壁（高さ10mの擁壁）無
し案で、CECがH21年に作成した一般土木技術者が考える基本計画案とほぼおなじ基本計画へと再
度変更した。土木計画・設計は一般にその地形・地質等の自然条件を最適な組み合わせが出来る
ように計画するのが基本である。基本計画が変更になる場合は、予測不可能な基礎地盤の存在、
計画ミス・設計ミス等の場合に限られることが多い。

・審査検討委託業務報告書は、事業主体の変更に伴いより環境に配慮し安全で安心な計画となる
ように検討すべき点を述べているものであり、環境プラント工業が作成した事業計画の設計ミス
を指摘しているものではありません。なお、センターとしても当時環境プラント工業が作成した
事業計画は国の基準等に適合しているものと考えています。
・別案検討委託業務は、環境プラント工業主体の事業計画を否定したものではなく、センターが
事業主体となったため、センターとしての事業計画案を検討したものです。
・環境プラント工業主体の事業計画からの変更は、事業主体の変更に伴い、既設一般廃棄物処分
場の埋立工程への影響を回避するため、埋立順序を変更して２段階（Ⅰ期・Ⅱ期による期別計
画）に分けて処分場を整備することとしたものであり、その結果として区画割擁壁を取りやめた
ものです。

[362]
前計
画

【S.No.8】①浸出水が南側方向の地形と逆勾配にで南西端で集水され浸出水調整槽へポンプアッ
プされ、逆に地下水は地形勾配と純勾配となり、また区画割擁壁を入れるような基本計画がなぜ
策定されたのか？

・環境プラント工業が事業計画で採用した水処理施設の位置は処分場上流側（県道尾高淀江線
側）ですが、浸出水は遮水シートにより外部と遮断されますし、底面遮水構造の勾配を上流側に
向けることで浸出水を調整槽下部に自然流下させることが可能であり、問題のない設計だと考え
ています。
・区画割擁壁は埋立区域を細分化し、埋立作業を区分することで浸出水の発生量を減らし、水処
理施設の規模を縮小させる等のメリットがあるため、環境プラント工業の事業計画で採用された
ものです。

[363]
前計
画

【S.No.8】②センターは、県と相談の上、環境プラントをサポートしていたと県・市議会・住民
への説明資料に何回も記載しています。何故、エイト日技は環境プラントが作成した報告書の技
術的な審査検討をH27/6月になり開始したのか？

・環境プラント工業から当センターへの事業主体の変更を受け、センター主体としてよりふさわ
しい最終処分場計画とするため、環境プラント工業が作成した計画についての審査検討業務をセ
ンターがエイト日本技術開発に委託したものです。

[364]
前計
画

【S.No.9】・H27年の住民監査報告書でも、「成果品について内容的に一定のレベルが担保され
ていることについて確認行為は必要である。」との判断である。即ち技術審査が必要である。

・平成２７年の住民監査請求に基づく監査の結果の監査委員の判断における「成果品について内
容的に一定のレベルが担保されていることについて確認行為は必要である。」とは県が補助金の
交付目的の達成の判断をするにあたり必要だと述べられているもので、この前提のもと監査委員
は「必要な検査及び確認を行っているものと認められ、違法若しくは不当な支出とは言えな
い。」とされており、結果、住民監査請求は棄却されています。監査結果については県のホーム
ページにも掲載されておりますのでご確認ください。

[365]
前計
画

【S.No.9】・H26/3月版の「事業計画書」・「実施設計書」が提出されるまで、住民側専門家の
多数のコメントがあったのにも関わらず無視し、何故センター・県ではその報告書内容について
の技術審査を行わず、今回エイト日技の技術的審査検討となったのか？

・センターにいただいた御意見等には適切に回答しています。
・審査検討を行うことになった経緯については、［３６３］と同じ回答です。

[366]
前計
画

【S.No.10】・H27/6/25締結の「審査検討委託業務」開始直後の約１カ月後のH27/7/29には、既
に区画割擁壁無しの「別案検討業務」見積書を提出し、開始から約40日後のH28/8/6に区画割擁
壁無しの「別案検討業務」がエイト日技から提案された。エイト日技は、H27/7/29には既に見積
書を提出しているので相当以前に「別案検討業務」が必要であると判断し、事業センターと打ち
合わせを行っていたと推測される。このようなに非常に短期間に「別案検討業務」実施が決定さ
れたことは、非常に重大で且明らかな計画ミスまたは設計ミスが判明した場合と推察される。変
更になった主な理由は何か？

・環境プラント案からの事業計画の変更は［３６１］と同じ回答です。
・別案検討委託業務については、審査検討委託業務において、主体変更後の責任の明確化などに
より、計画変更が選択肢の一つとして早い段階で想定されたため、見積書の提出を求めたもので
す。

[367]
前計
画

【S.No.11】・事業主体の変更にかかわらず、成果品の技術的な審査検討は竣工検査時に実施す
べき事業センターの責務である。
事業センターに回答を求めます。
①住民側専門家からマイナーなものも含むが、基本的で且重要なコメントもその中に含まれてい
たのに、その技術審査を行うことなくして、何故この時期に審査検討をコンサルタントへ依頼し
たのか？

・［３６６］と同じ回答です。

[368]
前計
画

【S.No.11】②事業主体変更はその理由にならず、それ以外の主な理由は何か？ ・［３６３］と同じ回答です。

[369]
前計
画

【S.No.11】③要するに、当事者能力の問題か？ ・［３６３］と同じ回答です。

[370]
前計
画

【S.No.12】・区画割擁壁は不必要と思うが、CECの実施設計では下部擁壁と上部擁壁の基礎地盤
が下部擁壁と同じ地盤強度で設計されていた。これは、CECの設計ミスではないのか？センター
及びエイト日技の見解を求めます。

・上部区画割擁壁の支持地盤となる廃棄物層は下部擁壁の支持地盤とは異なるものですが、環境
プラント工業主体の事業計画では、廃棄物層は既設一般廃棄物最終処分場と同様、砂分が強度を
支配すると考え、下部擁壁と同等の地盤支持力を設定していました。上部擁壁の施工の際には平
板載荷試験等により地耐力を確認し、強度を満足しない場合は地盤改良、擁壁の構造の再検討等
を行う計画としていたものであり、環境プラント工業主体の事業計画の設計ミスではありませ
ん。
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[371]
前計
画

【S.No.13】・CECが作成したH21/6月の「生活環境影響調査」報告書の基本計画を採用せず、区
画割擁壁は不要であると確信するが、必要であったならばH21/6月の基本計画に区画割擁壁を計
画すれば単純な計画変更である。エイト日技案は、CECがH21/6月に提案した基本計画・基本設計
とほぼおなじである。なぜH26/6月版の基本計画案にこれをベースにしなかったのか？　その主
たる理由は？　事業センターの回答を求めます。「事業計画書」をセンターにて作成されたと自
治会住民の前で、大見得を切って明言されたので、回答を願います(S.No.1～6を参照)。

・環境プラント工業の事業計画は［３６２］の回答のとおり、浸出水の減少も考慮して計画され
たものであり、問題のないものであったと考えています。

[372]
前計
画

【S.No.14】・H26/3月版の基本計画・設計は、普通の技術者ならば考えられない基本計画であ
る。平成25年10月版のコメントで、住民側も区画割擁壁案に対するコメントを提出していた。前
項S.No.13に説明するように単純に区画割擁壁を配置する基本計画としなかったのか？(区画割擁
壁は不必要だが！！！)何故H26/3月版の計画案が策定され、それに多額の補助金が交付されたの
か？センターに回答を求めます。

・［３７１］と同じ回答です。
・なお、本事業計画策定に要した費用（別案検討委託業務の費用）は補助金ではなく、県からの
借入金で実施しており、今後の処分場収入により県に返済するものです。

[373]
前計
画

【S.No.15】・CECのボーリングの土質区分をCECの地盤工学会の土質区分から地質分類基準へ変
えたのは、CECの分類に誤りがあり、変更したのか？変更しなければならなかった主な理由は？

・土質区分について参考にした基準は変更していません。

[374]
前計
画

【S.No.15】・また、CECの小分類から、エイト日技の中分類へと変更したのか？一般に調査が進
めばより詳細な土質状況がわかるので、中分類から小分類へと変更されることは発生するが、そ
の逆は理解できない。CECの土質分類が誤っていたのか？

・［３５７］④と同じ回答です。

[375]
前計
画

【S.No.16】①CECが実施した調査・計画・設計に対する審査検討の報告書で、エイト日技は「透
水係数確認:砂礫層2.5x10-4cm/s,火山灰層1.5x01-3cm/sで間違いないか。一般に、砂礫層の方が
高く、火山灰層の透水係数が低い。」と鋭い指摘をした。CECの透水係数の設定は正しいのか？

・［３５７］④と同じ回答です。

[376]
前計
画

【S.No.16】②確認事項に対するCECの回答は意味不明。エイト日技の検討結果には「考え方の整
理が必要と思います。」との指摘ですが、整理などもできない。何もできないので透水係数算定
の検証が必要である。従い、CECの透水係数の設定は、正しくないとのエイト日技の理解として
よいか？

・［３５７］④と同じ回答です。

[377]
前計
画

【S.No.17】・流向流速計にて流速から透水係数へは動水勾配を仮定する必要ありと認めてい
る。しかし参考値として取り扱うので流速＝透水係数としたとCECは回答。これまで住民側専門
家はコメントにて度々指摘しているのにも関わず、事業センター・CECは無視してきた。CECはこ
こで初めて自ら間違いを認めたが、参考値として取り扱うので流速＝透水係数としたなどと詭弁
を弄している。即ち、この透水係数を使用して解析した結果は、誤りである。ここで、エイト日
技は、なぜ審査検討結果で、指摘しなかったのか？その理由は？

・［３５８］⑥と同じ回答です。

[378]
前計
画

【S.No.18】①住民側の度々の指摘にもかかわらず、上記コメントS.No.17にてCECは、参考値と
して取り扱うと回答しているのに、H25/6月版、H25/10月版、H26/3月版報告書で、同じ透水係数
をなぜ使用していたのか？

・［３５８］⑥と同じ回答です。

[379]
前計
画

【S.No.18】②参考値としてH26/3月までに提出した全報告書は全く同じ値を用いている。参考値
でなく採用値である。CECの回答は事実を回答していないと思えるが、エイト日技の所見は？

・［３５８］⑥と同じ回答です。

[380]
前計
画

【S.No.19】①CECのH27/3版報告書では、Case-Aとして火山灰層（Dtf1、Dtf2）、砂礫層
（Dcg1,Dcg2）の透水係数は全4層共に10-5cm/sのオーダーである。一般に、種々の解析に入る前
に、インプットデータとなる透水係数がこのような値ならば、インプットデータの再検討等を行
うのが一般的な技術屋の手順ではないか？エイト日技の所見を聞きたい。

・［３５８］⑥の回答のとおり、透水係数の設定は妥当であったことを確認しているため、再検
討は行っていません。

[381]
前計
画

【S.No.19】②全4層共に10-5cm/sのオーダーの値を採用し、処分場計画地の下流約900mの「小波
上の泉」までの到達年数は4000年と算定、その他多数の解析を行った。ここで、透水係数の設定
にエイト日技は当然この値が不自然であると理解していたはずである。それまで透水係数の設定
に対して鋭い指摘を行っていたのに、H27/3月版報告書に現場透水試験の全資料があるのに、な
ぜここで「数値算定過程のチェック(38頁)」に至らなかったのか？その主な理由は？

・［３８０］と同じ回答です。
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[382]
前計
画

【S.No.20】・この結果に疑問を持ち、Case-Bとして砂礫層-1(Dcg1）の透水係数を10-3cm/sの
オーダーに変え、到達年数が57年と算定。しかし、これまで地下水浸透流解析で5ケースを行
い、ただ数値計算を行ったのみの計算結果のみの記載で、一連の地下水浸透流解析の考察はな
い。
　下記はこれまで採用・解析に供された各層の透水係数、及び計画地区から下流の湧水地点であ
る「小波上の泉」まで(約900m)の地下水の到達時間(年)を表示したものです。

*H26-No.1,H26-No.2の現場透水試験(JGS1314):試験方法に問題はないか？　試験結果報告書を
チェックする必要があり(ボーリング孔の崩壊、ポンプの逆止弁の不備、地下水位の急激な変動
等々)。H27/3月版の「回復法の現場透水試験データシート」をチェック願います。また、現場透
水試験のCase-Aでは砂礫層も火山灰層も全層とも10-5cm/sのオーダーであります。これまた疑問
に思われる透水係数の測定・算出結果のオーダーです。地下水専門家が報告書をチェックしてい
るはずですので。これに対するエイト日技の所見を求めます。

・現場透水試験については、JGS1314に準じて実施しており、試験方法に問題はないと考えてい
ます。

[383]
前計
画

【S.No.20】・透水係数の設定に鋭い指摘をしているのにも関わらず、現場透水試験等の数値算
定過程のチェックをなぜ行わなかったのか(審査検討報告書　H28/3月:38頁を参照)？　意図的に
実施しなかったのか？　その主な理由は？

・［３８２］と同じ回答です。

[384]
前計
画

【S.No.22】・CEC作成の柱状図H26-No.1の砂礫層（GL-30m～37m）の透水係数は5.5～5.8x10-
5cm/s,火山灰層（GL-39m～-45m）の透水係数は1.0～1.5x10-3cm/sとなっている。透水係数の設
定に疑問を持つエイト日技は、平成27年3月版にその基礎データがあるのにもかかわらず、なぜ
現場透水試験の数値算出過程をチェックしなかったのか？　その理由は？

・［３８２］と同じ回答です。

[385]
前計
画

【S.No.23】・H26-No.1のGL-30m～37m:CECのボーリング柱状図の土質区分の「砂礫」が、エイト
日技は「風化凝灰角礫岩(半固結・軟岩)」と変更している。CECの土質区分は小分類としている
が、エイト日技は中分類とした。調査が進行してデータが収集され、中分類が小分類になるのな
らば理解できる。何故、中分類としたのか？CECの土質区分が誤りであったのか？

・［３５７］④と同じ回答です。

[386]
前計
画

【S.No.37／⑫-2-5】①エイト日技が実施した「審査検討業務の報告書:頁38」に記載している
が、何故、H27/3月版の地下水調査の現場透水試験の数値算定過程(現場透水試験の全資料が掲載
されている)までチェックをしなかったのか？　CECの透水係数の設定に鋭い指摘を行ってきたエ
イト日技が、何故、チェックを中止したのか？

・［３８２］と同じ回答です。

[387]
前計
画

【S.No.37／⑫-2-5】②ボーリングH26-No.1におけるCECの柱状図では「GL-30～-37mの砂礫層の
k=6x10-5cm/sオーダー，GL-39～-40m，GL-44～45mの火山灰質砂のk=1x10-3cm/sオーダー」と
なっている。エイト日技は、「一般に砂礫層の透水性が高く、火山灰質土は低い」と鋭い指摘を
している。　何故、その原因を追究しないのか、その理由は？

・［３５７］④と同じ回答です。

[388]
前計
画

【S.No.43／⑬-4-18】②また、エイト日技が実施した審査検討業務報告書の頁11に「2次元有限
要素法による浸透流解析　P50」の審査事項に記載しているが、「透水係数確認:砂礫層2.5x10-4
火山灰層1.5x10-3で間違いないか。一般的には砂礫層の方が高く、火山灰層が低い。」と鋭い指
摘を行っています。S.No.23のコメントを参照のこと。

・［３５７］④、［３５８］⑥と同じ回答です。

[389]
前計
画

【S.No.43／⑬-4-18】④エイト日技が指摘したように1.24x10-3cm/sの透水係数は砂礫〜砂質層
の透水係数に「近いと思うが、CECは流向流速計から求めたもの、室内透水試験はどちらも参考
値であるとエイト日技の実施した審査検討報告書の中で回答している。どの透水係数が正しい値
に近いのか、本来ならばエイト日技が3本のボーリング調査時に当然その検証を行うべきではな
かったのか？　しかしその調査結果の記載はないのか？

・透水係数の再検証を実施していないのは、［３８０］と同じ回答です。

[390]
前計
画

【S.No.60／5-6-17】①エイト日技の地質分類である「火山灰質土:上部」、「火山灰質土:下
部」、「溝口凝灰角礫岩:上部」、「溝口凝灰角礫岩:下部」は、CECの土質区分の「火山灰層-
2(Dtf2)」、［砂礫層-2(Dcg2)］,火山灰層-1(Dtf1)」、「[砂礫層-1(Dcg1)」に相当するのか？

・一致するかどうかまでの確認は行っていません。

[391]
前計
画

【S.No.60／5-6-17】②CECが策定した浸出水を南西側方向に導水する基本計画と同様にCEC作成
の土質区分にも明確な誤りがあり、エイト日技が変更されたものと理解しますが、それでOKです
ね？

・［３５７］④と同じ回答です。

区分 H25/6月版 H25/10月版 H26/3月版 Case-A＊ Case-B
Dtf2 1.5x10-3 1.5x10-3 1.5x10-3 1.5x10-5 4.9x10-5

Dcg2 2.5x10-4 2.5x10-4 2.5x10-4 2.0x10-5 1.3x10-4

Dtf1 1.5x10-3 1.5x10-3 1.5x10-3 5.8x10-5 5.8x10-5

Dcg1 2.5x10-4 2.5x10-4 2.5x10-4 1.7x10-5 1.5x10-3
到達時間 8～9年 - 8.3～8.6年 4000年 57年

H27/3月版　　単位：cm/s
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[392]
前計
画

【S.No.60／5-6-17】③この別案件業務にて実施した3本のボーリング調査の柱状図には、CECの
分類でDtf-1上に「浅い地下水」が形成され、難透水層を形成するDtf1を貫通すると、逸水が3本
共に記録されている。エイト日技は何故CECの小分類から、中分類に変更したのか？説明願いま
す。

・［３５７］④と同じ回答です。

[393]
前計
画

【S.No.62／5-6-25～5-6-30】・CECの土質区分は誤りであったのか？ ・［３５７］④と同じ回答です。

[394]
前計
画

【S.No.63／5-6-27】・表5-6-10ボーリング調査結果:CECは、土質区分を小分類にて柱状図を作
成しているが、エイト日技はこの土質区分を中分類としたが、CECの土質区分は誤りであったの
か？

・［３５７］④と同じ回答です。

[395]
前計
画

【S.No.63／5-6-27】・CECの土質区分は地盤工学会の分類に基づき小分類としていたのに、何故
エイト日技は、中分類としたのか？　この表5-6-10にて地質区分でCEC実施したボーリングのコ
アサンプル・コア写真があれば小分類表示が出来るはずです。非常に限定された区域には、エイ
ト日技の実施したボーリング孔を含めて6本あり、それらのコアサンプル・コア写真もある。そ
れなのに小分類を敢て中分類にする理由はない。回答を求めます。

・［３５７］④と同じ回答です。

[396]
前計
画

【S.No.69／5-6-41】①浸出水が漏洩し地下水への拡散:2重の遮水シートの間にベントナイト混
合土を用い、浸出水の漏水を防止するが、漏水があった場合、その漏洩がどのような拡散状況と
なるのか、その影響範囲を特定するために、H25年度・H26年度地下水流向等調査は、事業セン
ター・鳥取県が環境影響調査には必要であるとの判断の下に実施している。頁5-6-41の最下段で
エイト日技は「このため、本事業の実施により下流側の地下水への影響は軽微と考えられ、地下
水流動及び水位低下による利水影響を与えることはないことから、生活環境の保全上の目標との
整合は図られているものと評価する。」と結論付けている。地下水利水に関する上記結論はOKで
ある。

・平成25年度及び26年度の調査の目的は［３２７］後段と同じ回答です。

[397]
前計
画

【S.No.69／5-6-41】②しかし「深い地下水」に関する意見書(その1:S.No.58,68,69も参照)に記
載のような経緯があり、事業センター・鳥取県はH25・H26年度地下水流向等調査業務が必要だと
判断し、事業センターはCECと直接委託契約を行い、その結果をH26年3月版、及びH27年3月版に
掲載した。

・［３２７］後段と同じ回答です。

[398]
その
他

　事業規模は違うが豊洲や福島原発と同じことになる。汚染問題・健康被害が出たとき、淀江町
も大山観光事業も終わりとなり、県のイメージダウンから企業も住民も離れ、経済活動が低迷
し、転入者も激減し、結果県の人口はさらに減少することで廃地になっていくかもしれない。小
規模な県であるからこそ打撃は大きくなると思う。このように未来のマイナスイメージはこの事
業計画からいくらでも想像することができる。
　しかし、今ここで計画の白紙を決めれば、プラスイメージの未来像はいくらでも描ける。例え
ば近年懸念されている西日本太平洋側での大規模災害（南海トラフ大地震など）が起きた時のた
めの大規模救護施設・物資供給施設などを当地につくるなど瀬戸内側からのアクセスのよさや質
の良い地下水が豊富な場所であることをみても発案できる。また鳥取医大の協力や流通町の配送
企業も多く可能性はどんどん広げて考えられる。いくらでもこの国のためにできることは、鳥取
県の立地から発案できるしそれによりいくらでも関連企業を誘致することも出来るのではないだ
ろうか。それらは鳥取県の先進イメージともなり、国からも大規模災害の救援のための補助事業
として認定も可能ではないだろうか。
　そもそも産廃処分場をつくるのは県の仕事ではないし、県税を使うことでもない。事業セン
ターの人材も、もっと県民にプラスになり喜ばれる仕事に使うことができる。さらに周辺住民も
そういう計画なら協力もやぶさかではないと思う。

・当処分場に起因して、イメージダウンや経済活動の低迷などがあってはならないと考えていま
す。このため、施設整備に当たっては、３重の遮水構造、電気的漏えい検知システム及び高度な
水処理施設の設置など、国基準を上回る環境保全対策を講じます。また、適切に管理運営がなさ
れている他県の産業廃棄物最終処分場では、民家や耕作地に近接していても風評被害はないと承
知しており、このような処分場の管理運営の手法も参考にして維持管理を実施します。更に、処
分場運営の実態を見ていただくことにより、風評被害の発生防止に万全を期していくこととしま
す。
・なお、経済活動に関しては、処分場の設置が、産業廃棄物の処理先の確保を通じて県内企業の
安定的な活動や健全な発展に資するとともに、新たな企業誘致につながることが期待されます。
・事業者が活動する以上は産業廃棄物が排出されるのは不可避なことであり、これらの産業廃棄
物を適正に処理することは環境保全上不可欠なことです。現在、県内の事業者は、県内に委託可
能な産業廃棄物管理型最終処分場がないことから、管理型処分場で処理しなければならない産業
廃棄物は県外の処分場に委託せざるを得ない状況であり、今後、県外廃棄物の搬入規制等により
県外処分場への搬入が困難になるおそれがあり、事業者としてリスクを抱えている状況です。
・県としても、廃棄物処理法の規定に基づき、産業廃棄物の適正処理のために必要と認める産業
廃棄物の処理をその事務として行うことができるとされています。また、公共関与処分場に対し
ては国の支援策も講じられています。
・センターとしては、県の支援を受けながら、環境対策に万全を期すこととしていますので、ご
理解をお願いします。
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番号 分類 意見 見解

[399]
その
他

　さらに、産廃処分場計画がなくなることを契機に、廃棄物処理について話し合う生産企業サ
ミットを鳥取県で開催し、ヨーロッパの基準を取り入れた法律を鳥取県主体で国に提案して、産
廃がでない社会構造を研究する機関を環境大学に設置してはどうだろうか。それにともなって県
条例を制定し、産廃を出さない企業努力のある企業を県内に優遇誘致することをしてはどうだろ
うか。それに対する補助金などこそが県税の有益な使い道ではないだろうか。
　そのためにも「水・土・大気」を正しく守っておくことが必須であり、子孫が住みよくなる未
来にするための計画をたて、そのためにコンサルの技術や知識を利用する。これこそが県や市が
私たちの税金をかけることである。
　以上の理由で、私は、淀江産業廃棄物最終処場の建設は将来的に鳥取県の不利益となり、鳥取
県を廃地に向かわせる原因のひとつとなると考えるので、断固反対する。

・産業廃棄物の適正処理に支障が生じないようにするため、排出量を抑制するとともに、リサイ
クルなどにより最終処分量を抑制することは重要なことであり、国においては、循環型社会形成
推進基本法を始めとして各種法律を制定して取り組んでいると理解しています。
・しかしながら、現状では全ての産業廃棄物のリサイクルは困難であり、産業廃棄物の適正処理
のためには管理型処分場は不可欠です。
・県においても、建設廃棄物のリサイクルの徹底、多量排出事業者に対する指導、排出事業者に
おける4Rの推進等に取り組んでおられ、産業廃棄物のリサイクル率については、全国平均の53％
を上回る76.1％(H26年度実績)と伺っています。
・廃棄物のリサイクルに関する研究についても、県の研究機関である衛生環境研究所において、
鳥取環境大学や鳥取大学産学･地域連携推進機構も含む県内の研究者の交流促進と研究活動の活
性化を図ることとした「廃棄物・資源循環研究会」を運営されており、廃棄物の適正な管理及び
循環型社会の構築等に関して、情報交換を行い必要に応じて共同研究が実施できる体制が構築さ
れていると伺っています。

[400]
その
他

２．来年は大山開山１３００年を迎える。大山開山１３００年祭と大山麓での産廃を同時に進め
る県行政の見識が疑われる。産廃計画は直ちに中止すべきである。
　古来より山全体が「山の神」である大山は、厚い信仰の対象である。来年、「大山開山１３０
０年」を迎えるが、大山の魅力を再認識し、情報発信する絶好の機会である。県は西部総合事務
所内に大山振興の実行部隊となる「大山振興室」を設置した。また鳥取県や周辺自治体など官民
約４０団体が昨年１０月「伯耆国「大山開山１３００年祭」準備委員会」を設立した。発起人の
平井知事は「信仰の伝統と豊かな自然を持つ大山、全員でアイデアを出しながらＰＲしていきた
い」と挨拶した。
　ここに住む我々は、毎日、平井知事の挨拶にあるように「信仰の伝統と豊かな自然をもつ大
山」に感謝しつつ畏敬の念を持って仰ぎみる暮らしを続けている。淀江産廃を進める県・セン
ターの計画は、開山１３００年以来の最大の蛮行である。
　以上について県・センター見解を個別に求めます。

・来年、大山は開山１３００年という大きな節目を迎えることから、豊かな自然や長い歴史を持
つ大山の魅力を再認識し、情報発信をする絶好の機会であることはご意見のとおりです。この機
を捉え、ＰＲ等の様々な取り組みを実施されることは、地域の活性化や発展のために大変重要な
ことと考えます。

・同様に、センターが計画している県内への産業廃棄物管理型最終処分場の設置についても、県
の重要な課題であり、県内企業の健全な発展や企業誘致の推進、廃棄物の適正処理による県内の
生活環境の保全に寄与するものであることから、引き続き整備のための取り組みを行ってきたい
と考えます。

[401]
その
他

(3)尚、事業センターが縦覧に供しています「事業計画書」に対する意見書（その２）も提出し
ます。
別添：①意見書（その１）、及び②意見書（その２）

(3)当センターの「事業計画書」に対する意見書（その２）に対しては、それぞれ見解を述べさ
せていただきます。

[402]
その
他

【S.No.45／⑭-1-4】・浸出係数:(巻末資料10)となっているが、どこに記載されているか？
2.(2)3)頁⑭-1-10;表1-1-6にありOK

　－

[403]
その
他

【S.No.51】・コメントNo.02(その1)の１．「一般の関連項目」は全く同じコメント。 　－

[404]
その
他

【S.No.52】・図面に関するコメントはNo.01-1(その1)に記載しているので、関連図面のコメン
トを参照のこと。

　－

[405]
その
他

事業計画書の概要版、要約版、その他参考資料等で気になった点をあげる。 　－
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※以下の資料は、参考回答書［３５５］に記している「審査・検討報告書に対する 

意見書（その１）」です。 

  




















































































